
コロナ関連死者数を試算、８月は４９１１人で７月の２倍…５類移行後では最多

2023/10/27 読売新聞  

厚生労働省は２７日、新型コロナウイルスの関連死者数が８月は最大４９１１人だったと

の試算を発表した。７月（最大２４８６人）と比べ約２倍となり、５類移行後では最多と

なった。 

政府の経済対策修正案、コロナ対策など予備費充当…所得・住民税の減税規模は「３兆円

台半ば」 

 死者数を迅速に把握するため、自治体に提出された死亡診断書の情報を基に試算し、毎

月公表している。８月は、直接の死因などが「新型コロナ」だったのは２８３０人で、間

接的に影響した人を加えると、４９１１人に上った。ただ、第７波の感染拡大が起きた前

年同月（最大１万１５９９人）は大きく下回った。 

厚労省の担当者は「感染状況は８月下旬頃がピークだったため、９月も死者数が多くなる

可能性がある」としている。 

 一方、全国約５０００か所の定点医療機関から１６～２２日の１週間に報告された感染

者数は１医療機関あたり３・２５人だった。前週（３・７６人）と比べ０・８６倍とな

り、７週連続で減少した。都道府県別では、最多は北海道の６・７９人で、長野の５・１

７人、福島の４・９３人が続いた。 

 

政府の経済対策修正案、コロナ対策など予備費充当…所得・住民税の減税規模は「３兆円

台半ば」 

2023/10/31 読売新聞 

 政府が１１月２日にも閣議決定する経済対策の財源の一部として、２０２３年度予算で

計上したコロナ対策などの予備費５兆円の一部を充てることが分かった 

経済対策の財源として、コロナ・物価高対策予備費４兆円と、ウクライナ情勢への対応な

どを名目とした１兆円の予備費をそれぞれ減額して活用する。所得税と住民税の減税規模

は「３兆円台半ば」と明記した。 

また、小中学生に１人１台の学習用端末を配る「ＧＩＧＡスクール構想」で、古くなった

端末を計画的に更新するため、国の支援で各都道府県に基金を創設することも対策に盛り

込む。同構想は全国の小中学生にノートパソコンやタブレット端末を配備するもので、配

備はほぼ完了したが、端末の更新が課題となっていた。新たな基金の支援を５年間続ける

方向だ。 

 政府は、自民、公明両党が３１日に開く政調全体会議で修正案を示す。 

 

全国の療養状況 

1 医療機関あたり患者報告数 3.25人(前週比 -0.51 人) 

入院者 5806人(前週比 -1180 人) 

うち重症者 106人(前週比 -32人) 

Source: 厚生労働省 • 患者報告数は 10月 22日までの 1週間、入院・重症者数は 10月

25 日 0時現在 

 



 

 


